
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 1000 青少年健全育成事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 10 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

37 子どもたちの健やかな成長を促す
項 05 社会教育費

子供の心を育む体験活動推進事業 地域
目標 ― 目標 28

28 28
目 04 青少年育成費 実績 28 実績 28

施　策 1 青少年健全育成活動の推進
細目 101 青少年健全育成事業

いがまち青少年を育てる会事業回数 回
目標 ― 目標 5

5 5
細々目 01 青少年健全育成事業 実績 5 実績 5

基本計画該当頁 145 行革大綱の重点事項番号 1
青少年健全育成指導事業 団体

目標 ― 目標 1
1 1

担当部課
コード ５５５０００ 評価者

氏　名
藤岡雅之 連絡先

45 - 9116 実績 1 実績 1

名称 教育委員会伊賀分室 (内線) 330

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

支所管内に在住の保育園児以上の児童生徒とその保護者
及び地域市民

地域内パトロールを行うことにより、青少年の非行防止に役立つ。
青少年のレクリエーション活動の機会の提供と、地域の子どもへ
の体験学習の機会の提供により、より一層の健全意識が高まる。

体験活動推進事業参加者数 参加人数（小中生９２９名） 人
目標 目標 900

900 900
実績 795 実績 813

青少年を育てる会事業参加者数 参加人数 人
目標 目標 450

500 500
実績 479 実績 413

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 伊賀市教育委員会関係補助金交付要綱・伊賀市子ども健全育成条例

開始年度 平成 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
・いがまち青少年を育てる会に対する補助
夏季夜間パトロール、保育園児対象の鈴虫取り体験会、家庭
教育講演会の実施、体験教室の実施、スキー教室の実施
・子供の心を育む体験活動推進事業補助
２８地域での青少年健全育成活動
・青少年健全育成指導補助（声かけ指導ー柘植駅を守る会）

状
況
変
化
等

本来、形になって効果として現れる性格の事業ではない
が、活動を通して、地域が家庭、学校と連携された活動が
出来る。

評価項目

必要性

ポイント

4
青少年の育成に関する地域の生活環境の確保のための監視や指導については、市の関与が必要であるため、今後も活
動を行う団体に対する支援は継続する。

評価項目についてのコメント

有効性 3
昨年度の実績数より体験活動事業参加者数が増加した。体験活動等に参加をすることにより、個人の意識高揚につなが
る。地道な地域活動を続けることで参加者を増し、健全育成の環境づくりとなる。

達成度 4
計画事業は実施できた。

効率性 2
補助金額が多いから効果が上がるものではなく、質の高い活動を求める必要がある。こどもの心を育む体験活動推進事
業については、地域での会費等負担の増額を促進させ、補助金の削減を図る。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

縮小

改善についての取り組み

直接青少年に対し反映若しくは具体的展開が見られない団体への補助は、削減若しくは見直しをする。尚、２１年度から子供の心を育
む体験活動推進事業補助については廃止する。平成２０年度中に地域への削減方向説明と理解を求める。

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
青少年健全育成事業 5,083 報償費 150 報償費 150 報償費 150 報償費 150 報償費 150

旅費 2 旅費 16 旅費 16 旅費 16 旅費 16

工事
需用費 95 需用費 88 需用費 88 需用費 88 需用費 88
役務費 12 役務費 10 役務費 10 役務費 10 役務費 10
使用料及び賃借料 43 使用料及び賃借料 59 使用料及び賃借料 59 使用料及び賃借料 59 使用料及び賃借料 59
原材料費 45 原材料費 0 原材料費 0 原材料費 0 原材料費 0
負担金補助及び交付金 3,926 負担金補助及び交付金 3,088 負担金補助及び交付金 3,088 負担金補助及び交付金 951 負担金補助及び交付金 951

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 5,083 事業費計(A) 　 Σ 4,273 事業費計(A) 　 Σ 3,411 事業費計(A) 　 Σ 3,411 事業費計(A) 　 Σ 1,274 事業費計(A) 　 Σ 1,274

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 12,283 11,473 10,611 10,611 8,474 8,474

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 5,083 4,273 3,411 3,411 1,274 1,274

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 5,083 4,273 3,411 3,411 1,274 1,274
計 5,083 4,273 3,411 3,411 1,274 1,274

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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